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携わった職員の手記

復興公営住宅についての思い出

渡 辺 　 宏 喜

第 7章

　平成25年度の５つの重要施策は、避難者の住居対策、
公共土木施設等の復旧、本県の復興に向けた戦略的道路
整備、津波被災地の復興まちづくり、放射線に汚染され
た下水汚泥の適切な処分処理などである。当時は、避難
者の住居対策が最重要課題であった。そして、今年度末
で復興公営住宅整備計画に掲げた戸数が完了するとい
う。時の流れの早さを感じるとともに、早急さを要求さ
れているとはいえ、短期間に整備を完了させた建築総室
をはじめとする関係者の皆様のご苦労をねぎらいたい。
　当時を振り返ると、何と言っても避難地域復興局との
激論が思い出される。避難地域復興局と土木部との役割
分担や福島県復興公営住宅整備計画の策定などで、多く
の議論を交わした。それは、時間の経過とともに新たな
課題に対応できるよう役割分担を詳細に詰める必要が
あったからである。避難地域復興局の政策的判断と土木
部の技術的判断との議論であったように思われる。
　また、整備にあたっては、設計者、施工者一括選定方式
や都市再生機構からの買取方式など様々な手法を活用
し、とにかく早急に整備することだけを考えた記憶があ
る。入札不調時には、戸あたりの単価を上げるよう国土
交通省と早期に協議するよう指示した事もあったよう
に思う。
　当時重要と考えていたことは、多くのPT(ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰ
ﾑ)で早期の課題解決を図り前に進めること、その一点で
あった。会議のための会議ではなく具体的解決策のみ議
論したことが強く記憶に残っている。
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　「避難者の居住の安定確保」。これは、震災・原発事故
後、土木部が策定した「ふくしまの未来を拓く県土づく
りプラン」の第一番目に掲げられた重点施策です。
　この大きな使命を成し遂げていただいた多くの仲間
を誇りに思います。また、避難自治体をはじめ多くの関
係者の皆様のご協力に改めて深く感謝いたします。
　私が土木部長に就いた平成２６年度は、課題であった
用地取得が進展し、整備に着手する住宅がどんどん増え
ていきました。また、11月には初めての鍵引き渡し式が
行われました。
　一方、事業計画公表から１年が経過し、最大の課題で
あった時間との闘いの結果が表れてきた時期でもあり、
計画の遅れの公表に対し、厳しいご意見をいただくこと
となりました。避難者の皆様が待っている時間の長さを
考えると、「ただ懸命に造る」だけでは責任を果たしてい
ることにはならないことを痛感した記憶がよみがえっ
てきます。
　そして、「今やっています」では伝わらなかったことを
踏まえ、月に一度、関係自治体を訪問し、進捗状況の丁寧
な説明を継続することで次第に理解していただけるよ
うになってきました。情報という安心の材料を届けるこ
とが大切なサービスであるという当たり前のことを学
んだ貴重な経験となりました。
　4707戸の完成に至るまでには、「できない」と思い込ん
でいた難題に立ち向かい、試行錯誤の中で、「やればでき
る」ことなど数多くの貴重な経験、学びがあったことと
思います。また、「福島方式」とも言える課題解決の新た
な手法も生み出されました。
　このような経験は二度とないことに越したことはあ
りませんが、災害列島と言われる我が国です。「福島方
式」が活かされる場面を想定し、経験を繋いでいくこと
も新たな使命かと思います。
　整備完了は、新たなサービス提供のスタートです。
　土木部の皆さんには、復興公営住宅整備の中で得られ
た多くの経験を生かし、「ふくしまの復興・創生」への挑
戦を続けていただきたいと思います。
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